
第２１号議案 

   足立区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２０年２月２１日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 足立区国民健康保険条例（昭和３４年足立区条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

 第４条の２を次のように改める。 

第４条の２ 削除 

 第５条中第１２号を第１３号とし、第１１号を第１２号とし、第１０

号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 （１０） 高額介護合算療養費の支給 

 第７条第４号中「７０歳に達する日の属する月の翌月以後である場合

であつて、当該療養の給付を受ける者の属する世帯に属する被保険者（７

０歳に達する日の属する月の翌月以後である場合に該当する者その他国

民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２７条の２第１項

に規定する者に限る。）について同条第２項に規定するところにより算

定した所得の額が同条第３項に規定する額以上であるとき。」を「法第

４２条第１項第４号の規定が適用される者である場合」に改める。 

 第９条の９の次に次の１条を加える。 

 （高額介護合算療養費） 

第９条の１０ 高額介護合算療養費の支給は、法第５７条の３に定める

ところによる。 

 第１０条第２項中「含む」の次に「。第１１条第２項において同じ」

を加える。 

 第１１条に次の１項を加える。 



２ 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健

康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組

合法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。

以下「高齢者医療確保法」という。）の規定によつて、これに相当す

る給付を受けることができる場合には行わない。 

 第１２条第１項各号列記以外の部分中「（老人保健法（昭和５７年法

律第８０号）の規定による医療を受けることができる者を除く。以下こ

の条において同じ。）」を削る。 

 第１３条各号列記以外の部分中「区は」の次に「、高齢者医療確保法

第２０条の規定による特定健康診査及び同法第２４条の規定による特定

保健指導を行うほか」を、「保持増進」の次に「又は保険給付」を加え、

「、次に掲げる」を「に必要な」に改め、同条各号を削る。 

 第１４条の２中「国民健康保険法施行令」の次に「（昭和３３年政令

第３６２号）」を、「）及び」の次に「後期高齢者支援金等賦課額（同

項に規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同じ。）並びに」

を加える。 

 第１４条の３各号列記以外の部分中「第８条の２に規定する退職被保

険者又は退職被保険者の被扶養者」を「附則第７条第１項に規定する退

職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）」に改め、同条第１

号中「及び高額療養費」を「、高額療養費及び高額介護合算療養費」に、

「、老人保健法の規定による医療費拠出金」を「、高齢者医療確保法の

規定による前期高齢者納付金等（以下「前期高齢者納付金等」という。）」

に改め、「から、法第７０条第１項第２号に規定する負担調整前老人保

健医療費拠出金相当額に同号に規定する退職被保険者等加入割合を乗じ

て得た額を控除した額」を削り、「老人保健拠出金及び介護納付金（介

護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金をいう。以下

同じ」を「前期高齢者納付金等、高齢者医療確保法の規定による後期高

齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）及び高齢者医療



確保法の規定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」とい

う。）並びに介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付

金（以下「介護納付金」という」に改め、「支給に要する費用の額並び

に」の次に「後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び」を、「合算

額」の次に「から法附則第７条第１項第２号に規定する調整対象基準額

に同号に規定する退職被保険者等所属割合（以下「退職被保険者等所属

割合」という。）を乗じて得た額を控除した額（高齢者医療確保法の規

定による前期高齢者交付金がある場合には、これを控除した額）」を加

え、同条第２号中「負担金（」の次に「高齢者医療確保法の規定による

後期高齢者支援金（以下「後期高齢者支援金」という。）及び高齢者医

療確保法の規定による病床転換支援金（以下「病床転換支援金」という。）

並びに」を、「による調整交付金（」の次に「後期高齢者支援金及び病

床転換支援金並びに」を、「都道府県調整交付金（」の次に「後期高齢

者支援金及び病床転換支援金並びに」を加え、「第７２条の３第１項の

規定による繰入金」を「第７２条の４第１項の規定による繰入金、法第

７２条の５の規定による負担金」に改め、「第７４条」の次に「の規定

による補助金」を加え、「及び第７５条」を「、法第７５条」に改め、

「補助金（」の次に「後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに」

を加え、「、同条の規定による」を「及び」に改め、「貸付金（」の次

に「後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに」を加え、「及び

介護納付金」を「並びに後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並び

に介護納付金」に、「第７２条の２の２第１項」を「第７２条の３第１

項」に、「第７２条の４」を「附則第７条第１項」に改め、「療養給付

費等交付金」の次に「（以下「療養給付費等交付金」という。）」を加

える。 

 第１５条の４第１項第１号中「１００分の１２４」を「１００分の９

０」に改め、同項第２号中「３万５，１００円」を「２万８，８００円」

に改める。 



 第１５条の７の見出し中「均等割額」を「被保険者均等割額」に改め

る。 

 第１５条の８中「５３万円」を「４７万円」に改め、同条の次に次の

８条を加える。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） 

第１５条の９ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第１９条の２の規定により後期高齢者支援金等賦課額

を減額するものとした場合にあつては、その減額することになる額を

含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した

額を基準として算定した額とする。 

 （１） 当該年度における後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用の額から後期高齢者支援金及び病床転換支

援金の額に退職被保険者等所属割合を乗じて得た額を控除した

額 

 （２） 当該年度における法第７０条の規定による負担金（後期高齢

者支援金及び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに

限る。）、法第７２条の規定による調整交付金（後期高齢者支

援金及び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに限

る。）、法第７２条の２の規定による都道府県調整交付金（後

期高齢者支援金及び病床転換支援金の納付に要する費用に係る

ものに限る。）、法第７５条の規定による補助金（後期高齢者

支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係るもの

に限る。）及び貸付金（後期高齢者支援金等及び病床転換支援

金等の納付に要する費用に係るものに限る。）その他国民健康

保険事業に要する費用（後期高齢者支援金等及び病床転換支援

金等の納付に要する費用（後期高齢者支援金等及び病床転換支

援金等の納付に関する事務の執行に要する費用を除く。）に係



るものに限る。）のための収入（法第７２条の３第１項の規定

による繰入金及び療養給付費等交付金を除く。）の額の合算額 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１５条の１０ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、

当該世帯に属する一般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者

均等割額の合算額の総額とする。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１５条の１１ 前条の所得割額は、一般被保険者に係る当該年度分の

住民税額に次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１５条の１２ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険

料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 １００分の２７（一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課総額の１００分の５４に相当する額を一般被保険者

に係る当該年度の住民税額の見込額の総額で除して得た数） 

（２） 被保険者均等割 被保険者１人につき８，１００円（一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の４６に

相当する額を当該年度の初日における一般被保険者の見込数で

除して得た額） 

２ 前項に規定する保険料率を算定する場合において、小数点以下第２

位未満の端数があるときは、その端数を切り上げ、１００円未満の端

数の金額があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１５条の１３ 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高齢

者支援金等賦課額は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定し

た所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１５条の１４ 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る当該年度分



の住民税額に第１５条の１２の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割

額の算定） 

第１５条の１５ 第１５条の１３の被保険者均等割額は、第１５条の１

２の規定により算定した額と同額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の１６ 第１５条の１０又は第１５条の１３の後期高齢者支援

金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場

合には、第１５条の１０の後期高齢者支援金等賦課額と第１５条の１

３の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１９条及び第１

９条の２において同じ。）は、１２万円を超えることができない。 

 第１６条第２号中「、法第７４条及び第７５条」を「、法第７５条」

に、「並びに同条の規定による」を「及び」に、「第７２条の２の２第

１項」を「第７２条の３第１項」に改める。 

 第１６条の４第１項第１号中「１００分の２９」を「１００分の２０」

に、「１００分の５１」を「１００分の４９」に改め、同項第２号中「１

万２，０００円」を「１万１，１００円」に、「１００分の４９」を「１

００分の５１」に改める。 

 第１６条の６中「基礎賦課額」の次に「及び後期高齢者支援金等賦課

額」を加え、「及び介護納付金賦課被保険者」を「並びに介護納付金賦

課被保険者」に改める。 

 第１８条の見出し中「保険料」を「普通徴収に係る保険料」に改め、

同条第１項中「当該年度分」を「法第７６条の３第１項の規定による普

通徴収に係る当該年度分」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項の納期限が、日曜日に該当するときはその翌日を、土曜日に該

当するときはその翌々日を、それぞれ納期限とみなす。 

 第１８条の３第１項を次のように改める。 

  前２条の規定にかかわらず、区長は、保険料の賦課額が変更された



場合その他必要があると認める場合は、別に納期及び各納期の納付額

を定めることができる。 

 第１８条の３第２項中「前項第２号」を「前項」に改める。 

 第１９条第１項中「第１５条の５の額」の次に「若しくは第１５条の

１０、第１５条の１３の額」を加え、同条第２項中「第１５条の５の額」

の次に「若しくは第１５条の１０、第１５条の１３の額」を加え、「第

５号」を「第８号」に改める。 

 第１９条の２第１項各号列記以外の部分中「５３万円」を「４７万円」

に改め、「及び」の次に「第１５条の１０又は第１５条の１３の後期高

齢者支援金等賦課額から、それぞれ当該各号のイに定める額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１２万円を超える場合には、１２万円）

並びに」を加え、「各号のイ」を「各号のウ」に改め、同項第１号中「及

び当該年度」を「、当該年度」に改め、「属する被保険者」の次に「及

び特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことにより被保険者

の資格を喪失した者であつて、当該資格を喪失した日の前日の属する月

以後５年を経過する月までの間に限り、同日以後継続して同一の世帯に

属する者をいう。以下同じ。）」を加え、「こえない」を「超えない」

に改め、同号ア中「２万４，５７０円」を「２万１６０円」に改め、同

号イ中「８，４００円」を「７，７７０円」に改め、同号イを同号ウと

し、同号アの次に次のように加える。 

  イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者

１人について ５，６７０円 

第１９条の２第１項第２号中「数」の次に「と特定同一世帯所属者（当

該世帯主を除く。）の数の合計数」を加え、「こえない」を「超えない」

に改め、同号ア中「１万７，５５０円」を「１万４，４００円」に改め、

同号イ中「６，０００円」を「５，５５０円」に改め、同号イを同号ウ

とし、同号アの次に次のように加える。 

  イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者



１人について ４，０５０円 

 第１９条の２第１項第３号中「（被保険者でない世帯主以外の世帯主

を含む。）」を削り、「数」の次に「と特定同一世帯所属者の数の合計

数」を加え、同号ア中「７，０２０円」を「５，７６０円」に改め、同

号イ中「２，４００円」を「２，２２０円」に改め、同号イを同号ウと

し、同号アの次に次のように加える。 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者

１人について １，６２０円 

 第１９条の２第２項及び第３項を削る。 

 第２３条第２項各号列記以外の部分中「証明すべき書類」を「証明す

る書類」に改め、同項第２号中「納期限」の次に「又は当該保険料の徴

収に係る法第７６条の４において準用する介護保険法第１３５条第６項

の規定による特別徴収対象年金給付（以下「特別徴収対象年金給付」と

いう。）の支払に係る月」を加える。 

 第２４条第１項中「、災害その他特別の事情により生活が著しく困難

となつた者」を「、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要がある

と認められるもの」に改め、同項に次の各号を加える。 

 （１） 災害その他特別の事情により生活が著しく困難となつた者 

（２） 次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後２年

を経過する月までの間に限る。） 

ア 被保険者の資格を取得した日において、６５歳以上である者 

イ 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに

該当する者（当該資格を取得した日において、高齢者医療確保法

の規定による被保険者になつた者に限る。）の被扶養者であつた

者 

（ア） 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第３条

第２項の規定による日雇特例被保険者を除く。 

（イ） 船員保険法の規定による被保険者 



（ウ） 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基

づく共済組合の組合員 

（エ） 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の

規定による私立学校教職員共済制度の加入者 

（オ） 健康保険法第１２６条の規定により日雇特例被保険者手

帳の交付を受け、その手帳に健康保険印紙をはり付けるべ

き余白がなくなるに至るまでの間にある者。ただし、同法

第３条第２項ただし書の規定による承認を受けて同項の規

定による日雇特例被保険者とならない期間内にある者及び

同法第１２６条第３項の規定により当該日雇特例被保険者

手帳を返納した者を除く。 

 第２４条第２項各号列記以外の部分中「前７日」の次に「又は当該保

険料の徴収に係る特別徴収対象年金給付の支払に係る月の前々月の１５

日」を加え、同項第２号中「納期限」の次に「又は当該保険料の徴収に

係る特別徴収対象年金給付の支払に係る月」を加える。 

 附則第１項を附則第１条とする。 

 附則第２項及び第３項を削る。 

 附則第４項に見出しとして「株式等に係る譲渡所得等に係る保険料減

額の特例」を付し、同項中「国民健康保険の」を削り、「被保険者」の

次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、同項を附則第６条第１項

とし、同条の前に次の４条を加える。 

（延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第２２条に規定する延滞金の年７．３パーセントの

割合は、同条の規定にかかわらず、各年の特例基準割合(各年の前年

の１１月３０日を経過する時における日本銀行法(平成９年法律第８

９号)第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準

割引率に年４パーセントの割合を加算した割合をいう。)が年７．３

パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、当該特



例基準割合(当該割合に０．１パーセント未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。)とする。 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） 

第３条 当分の間、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

(年齢６５歳以上である者に係るものに限る。)の控除を受けた場合に

おける第１９条の２の規定の適用については、この規定中「地方税法

第７０３条の５第１項の規定の例により算定した総所得金額、」とあ

るのは「地方税法第７０３条の５第１項の規定の例により算定した総

所得金額(所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得

については、同条第２項第１号の規定によつて計算した額から１５万

円を控除した額)、」と、「同法」とあるのは「地方税法」とする。 

（土地等の譲渡に係る事業所得等に係る保険料減額の特例） 

第４条 世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が地方税法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得を有す

る場合における第１９条の２の規定の適用については、この規定中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに地方税法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とす

る。 

（長期譲渡所得等に係る保険料減額の特例） 

第５条 世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が地方税法附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合における

第１９条の２の規定の適用については、この規定中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに地方税法附則第３４条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

２ 前項の規定は、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定 

同一世帯所属者が地方税法附則第３５条第５項の譲渡所得を有する場



合について準用する。この場合において、前項中「地方税法附則第３

４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」とあるのは「地方税法附

則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額」と読み替えるもの

とする。 

 附則第５項を附則第６条第２項とする。 

 附則第６項から第９項までを削る。 

 附則第１０項に見出しとして「（先物取引に係る雑所得等に係る保険

料減額の特例）」を付し、同項中「被保険者」の次に「若しくは特定同

一世帯所属者」を加え、同項を附則第７条第１項とする。 

 附則第１１項を附則第７条第２項とする。 

 附則第１２項から第１４項までを削る。 

 附則第１５項（見出しを含む。）中「平成１９年度から平成２１年度

までの各年度」を「平成２０年度及び平成２１年度」に、「附則第１６

項第１号」を「附則第２６条第１項第１号」に、「法附則第１７項」を

「同条第２項」に、「法附則第１６項第２号」を「同条第１項第２号」

に、「附則第１６項」を「附則第２６条第１項」に改め、同項を附則第

１０条とし、同条の前に次の２条を加える。 

（条約適用利子等に係る利子所得等に係る保険料減額の特例） 

第８条 世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例

等に関する法律(昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約実施特例

法」という。)第３条の２の２第１０項の条約適用利子等に係る利子所

得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第１９条の２の規定の適用については、同条第１号中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約実施特例法」という。)第３条の２の２第１

０項に規定する条約適用利子等の額」と、「同法」とあるのは「地方



税法」と、同条第２号及び第３号中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約実施特例法第３条の２の２第１０

項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る配当所得に係る保険料減額の特例） 

第９条 世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約実施特例法第３条の２の２第１２項の条約適用配当等

に係る配当所得を有する場合における第１９条の２の規定の適用につ

いては、同条第１号中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律(昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約実施

特例法」という。)第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等

の額」と、「同法」とあるのは「地方税法」と、同条第２号及び第３

号中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

額」とする。 

 附則第１６項から第２１項までを削る。 

 附則第２２項に見出しとして「（平成２０年度における保険料に係る

所得割額の算定の特例）」を付し、同項中「平成１９年度分」を「平成

２０年度分」に改め、同項を附則第１１条とする。 

 附則第２３項及び第２４項を削る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行日前に行われた診療、薬剤の支給又は訪問看護に係

るこの条例による改正前の足立区国民健康保険条例（以下「旧条例」

という。）の規定による保険納付については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第１４条の２、第１４条の３、第１５条の



４第１項、第１５条の８から第１６条まで、第１６条の４第１項、第

１６条の６、第１９条及び第１９条の２の規定は、平成２０年度分の

保険料から適用し、平成１９年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 

４ 旧条例附則第１６項、第１８項及び第１９項の規定は、平成１８年

度分の保険料については、なおその効力を有する。 

５ 旧条例附則第１７項、第２０項、第２１項及び第２２項の規定は、

平成１９年度分の保険料については、なおその効力を有する。 

 

 （提案理由） 

 医療制度改革に伴い、後期高齢者支援金等の規定を整備するとともに、

保険料率を改定する必要があるので、この条例案を提出いたします。 

 


